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水産業復興プラン計画期間：１０年間

復旧期 再生期 発展期

H23～H25

（３年間）

H26～H29

（4年間）

H30～H32

（3年間）

１ ｢宮城県水産業復興プラン｣の概要  

 

本県では，「みやぎ海とさかなの県民条例」（平成１５年３月２０日公布）基づいて

策定した「水産業の振興に関する基本的な計画」（平成１６年６月策定，平成２１年３

月見直し）により，水産業の振興に資する各種施策を実施してきました。 

しかし，平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により本県水産業を支える沿

岸地域が壊滅的な被害を受けたため，基本計画による施策の展開は事実上困難とな

りました。そこで，震災からの早期の復興に向けて，県では，平成２３年１０月に「宮

城県震災復興計画」を策定し，その水産業分野の復興計画である「宮城県水産業復興プ

ラン」を同月に策定しました。 

 平成２４年度は，平成２３年度に引き続き，「宮城県震災復興計画」及び「宮城県水

産業復興プラン」に基づき，本県水産業の復興と更なる発展に向けて，施策を展開しま

した。 

 

 

基本的な考え方 ：本プランでは，早急に復旧を遂げ，震災前以上に発展することができる

よう，単なる原形復旧ではなく「新たな水産業の創造」として，新たな考え方や取組を積極

的に取り入れ，復興の担い手である個人・民間事業者・地方自治体及び国が総力を結集し，

本県水産業を抜本的に再構築することを目指しています。 

計画期間 ：１０年間 

「復旧期」（H23～25）：被災者支援を中心に生活支援や生産基盤，経営基盤の復旧を図る。 

「再生期」（H26～29）：水産業集積拠点や漁港整備の本格化，経営の安定化・効率化を図る。  

「発展期」（H30～32）：水産都市・漁港地域全体の活性化，競争力と魅力ある水産業の実現を図る。  

復興のポイント：本県水産業の復旧・復興に係る取組については，次の５つの主要な施策を

展開します。    

  ①水産業の早期再開に向けた取組 

   →ガレキの撤去，海洋環境調査，漁船・漁具への支援，養殖種苗・資材への支援など。 

  ②水産業集積地域，漁業拠点の集約再編 

   →県内１４２漁港の位置づけと役割の整理，県全体の漁港機能の住み分けの推進。 

  ③新しい経営形態の導入 

   →漁業種類毎の経営モデルの検討，法人化などの新たな経営形態導入のための支援など。 

  ④競争力と魅力ある水産業の形成 

   →ブランド化，産官学の連携強化，６次産業化の推進，輸出拡大など。 

  ⑤安全・安心な生産・供給体制の整備 

   →放射性物質に関する，検査体制の整備，県民の不安解消，風評被害の防止，浄化施

設や鮮度保持施設の導入による衛生管理の高度化など。 
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２ 平成２４年度に講じた施策  

 

    復興復興復興復興ポイントポイントポイントポイントⅠⅠⅠⅠ    水産業水産業水産業水産業のののの早期再開早期再開早期再開早期再開にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組     

－－－－主主主主なななな取組状況取組状況取組状況取組状況－－－－     

１ 漁港・漁村  

◆◆◆◆漁港漁港漁港漁港のののの早期再開早期再開早期再開早期再開をををを目指目指目指目指したしたしたした復旧工事復旧工事復旧工事復旧工事のののの実施実施実施実施◆◆◆◆ 

 公共土木施設（漁港施設及び海岸保全施設）災害復旧事業国庫負担法により，県営  

２７漁港の各施設についての国庫負担申請を行い，災害査定を経て復旧工事費の決定を

受け，復旧事業を実施しました。県営２７漁港については，査定決定した６１３件のう

ち漁港施設及び海岸保全施設（応急工事を含む）の３２８件の工事発注を行いました。  

 漁港の安全対策と漁業活動への影響を低減させる観点から，高潮，波高の増大など，

自然災害の発生状況に予防的対策を含め的確に対応した漁港施設の機能強化として，漁

港施設用地の嵩上げ，浸水防止施設，排水設備などの整備を行いました。そのうち，７

漁港（気仙沼，女川，閖上，鮎川，塩釜，桂島，伊里前）を県営事業として実施しまし

た。  

 

 

２ 漁場・資源  

◆◆◆◆津波津波津波津波によりによりによりにより発生発生発生発生したしたしたしたガレキガレキガレキガレキのののの撤去撤去撤去撤去◆◆◆◆ 

    県内の沿岸漁場を５ブロックに分け，養殖漁場を中心に，漁場へ流入したガレキを，

起重機船を用いて撤去しました。 

また，底びき網漁船による広域的なガレキ撤去も実施しました。  

（１）みやぎの漁場再生事業  

起重機船などにより養殖漁場を中心にガレキ撤去を行い１６，２３５ｍ

３

のガレキ

を回収しました。  

（２）漁場生産力回復事業  

漁業者が行うガレキ回収支援を行い９，２９８ｍ

３

のガレキを回収しました。この

うちの約９０％が底びき網漁船が行う広域的ガレキ撤去によるものとなりました。  

 

◆◆◆◆栽培漁業対象種栽培漁業対象種栽培漁業対象種栽培漁業対象種のののの種苗確保種苗確保種苗確保種苗確保及及及及びびびび放流支援放流支援放流支援放流支援◆◆◆◆    

    震災により県内の種苗生産施設が壊滅し，アワビやヒラメ，サケ稚魚などの種苗生産，

放流が実施不可能となったことから，他県から放流用種苗を購入して放流するとともに，

団体が行う放流を支援しました。  

 

（種苗放流の内容）  

魚種 事業主体 購入先 購入数量 放流時期 

アワビ 宮城県 

（社）北海道栽培漁業振興公社 

奥尻町 

１００千個（３０ｍｍサイズ） 

２６．６千個（５０ｍｍサイズ） 

７月 
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３ 養殖業  

◆◆◆◆漁業者漁業者漁業者漁業者へのへのへのへの情報提供情報提供情報提供情報提供やややや養殖指導養殖指導養殖指導養殖指導のののの実施実施実施実施◆◆◆◆    

 漁業者自らの復旧，復興に向けた取組を支援するため，水産業改良普及指導員と試験研

究機関が連携して，養殖種苗安定確保のための環境調査，幼生分布調査，生育状況調査な

どを従来よりも海域を拡大して実施し，漁業者への情報提供を行いました。  

 また，ワカメ養殖やホヤ養殖に必要な種苗の人工採苗などの技術指導も実施しました。 

（１）情報提供  

養殖通報：種ガキ１６報，ホヤ８報，ノリ２２報，ホタテ９報，栄養塩８報  

（２）養殖指導など  

  「ワカメ養殖指導」，「ホタテガイ・種ガキ浮遊幼生及び付着調査」，「マボヤ人

工採苗指導」，「ノリ養殖指導」などを実施しました。  

 

 

◆◆◆◆水産業共同利用施設及水産業共同利用施設及水産業共同利用施設及水産業共同利用施設及びびびび養殖施設養殖施設養殖施設養殖施設などのなどのなどのなどの復旧支援復旧支援復旧支援復旧支援◆◆◆◆ 

 震災により被災した水産業共同利用施設や養殖施設の復旧・整備，種苗確保に係る支

援を行いました。また，漁業者グループが実施する養殖用資機材や養殖生産物の付加価

値向上のための施設整備に係る支援を行いました。  

（１）水産業共同利用施設復旧支援事業  

この事業は被災した共同利用施設機能（カキ処理場，ノリ加工施設や作業場の機能）

の修繕や，機能回復に不可欠な機器整備を支援し養殖業の早期復旧を図るもので，水

産共同利用施設３０５件の修繕や機器整備に係る経費の補助を行いました。  

（２）水産業共同利用施設復旧整備事業  

  この事業は被災した共同利用施設（カキ処理場，ノリ加工施設や作業場）の本格復

旧に向けた１２８件の施設整備に係る経費の補助を行いました。  

魚種 事業主体 購入先 購入数量 放流時期 

ヒラメ 宮城県 （公社）青森県栽培漁業振興会 ２００千尾（５０ｍｍサイズ） １０月 

サケ 

宮城県さけます 

増殖協会 

県内サケふ化場 

３０，０００千尾 

（０．８ｇサイズ） 

１月～４月 

シジミ 

北上追波漁業 

協同組合 

東京都（荒川） 

三重県（木曽川）他 

４６，６６０Ｋｇ 

（１０～１５ｍｍサイズ） 

８月～１１月 
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４ 漁船漁業  

◆◆◆◆被災被災被災被災船舶船舶船舶船舶のののの処理処理処理処理◆◆◆◆ 

 沿岸地域の早期復旧と安全確保に資するため，５市３町（気仙沼市，石巻市，東松島市，

塩釜市，名取市，南三陸町，女川町，七ヶ浜町）に津波で打ち上げられた約１，８００隻

の被災船舶について，所有者を特定し，処分の意思を確認した上で，収集と仮置き場への

運搬を行いました。  

（被災船舶の処理状況 単位：隻） 

撤去区分 平成２３年度 平成２４年度 計  備考 

運搬撤去 ５３９ １，０２７ １，５６６ 

一 時 仮 置 き 場 へ の 運 搬 す

る も の  

解体撤去 －  ２４４ ２４４ 

そ の 場 で 解 体 し 一 時 仮 置

き 場 へ 運 搬 す る も の  

計  ５３９ １，２７１ １，８１０  

 

 

◆◆◆◆漁船漁船漁船漁船，，，，漁具漁具漁具漁具のののの復旧支援復旧支援復旧支援復旧支援◆◆◆◆    

 漁業者が円滑に漁業を再開できるよう，漁業者が共同利用する漁船の建造，中古船取得

・修繕，定置網など漁具購入費用を補助するため共同利用小型漁船建造事業及び共同利用

漁船等復旧支援対策事業を実施しました。  

その結果，平成２４年度末までに新造船２，６００隻，中古・修繕船約７５０隻，定置

漁具約１６０ヶ統，漁労設備約７６０件の漁船などの生産基盤の再取得を支援しました。  

 

 

◆◆◆◆漁船漁船漁船漁船のののの復旧復旧復旧復旧をををを支支支支えるえるえるえる造船所造船所造船所造船所のののの経営再開経営再開経営再開経営再開にににに向向向向けたけたけたけた支援支援支援支援◆◆◆◆    

 被災漁船の修繕と代船建造の促進を通じて沿岸漁業の早期再開を図るため，被災した県

内の中小造船所に対し，経営再開に向けた施設修繕・設備整備に係る費用を補助し，平成

２３年度は１６業者，平成２４年度は１４業者に対し支援を実施しました。  

 

 

◆◆◆◆ 漁業無線体制漁業無線体制漁業無線体制漁業無線体制 のののの 維持維持維持維持 ◆◆◆◆     

 本県漁船の安全及び漁 業経営の安定に 資するため，被災した本 県漁業無線の機

能を福島県漁業無線組合に移行し，漁業指導無線通信業務を維持しました。 

 現在は，震災以前から 本県で漁業無線 を利用していた漁船所有 者のほとんどが

福島県漁業無線組合の会員となり，サービスの提供を受けています。 

 

 

５ 流通加工  

◆◆◆◆水産物加工流通施設水産物加工流通施設水産物加工流通施設水産物加工流通施設のののの復旧支援復旧支援復旧支援復旧支援◆◆◆◆    

 水産加工業の早期復旧を図るため，水産業共同利用施設復旧支援事業や水産業共同利用
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施設復旧整備事業を活用し，市町，漁業協同組合，水産加工業協同組合などが所有してい

た施設や設備の整備に対し支援しました。また，中小企業等グループ施設等復旧整備補助

事業により，被災した水産関係中小企業グループの施設・設備の復旧を支援しました。  

（１）水産物加工流通施設復旧支援事業  

・水揚げ用機器などの共同利用機器類の整備対策として２２団体に対し延べ６６施設へ

の機器類設置に係る費用を補助しました。  

・被災施設機能回復に必要な共同利用施設やその付帯設備の整備について２０団体に対

し延べ６３施設の応急復旧に係る費用を補助しました。  

（２）水産物加工流通施設整備支援事業  

５事業者に対し共同加工施設，排水処理施設などの共同利用施設の整備に係る費用を

補助しました。  

（３）中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業  

被災した水産関係中小企業６グループ２３１社の施設・設備の復旧に係る費用を補助

しました。  

 

 

◆◆◆◆水産流通加工業者水産流通加工業者水産流通加工業者水産流通加工業者にににに対対対対するするするする事業活用事業活用事業活用事業活用などのなどのなどのなどの支援支援支援支援◆◆◆◆    

 各種補助事業を有効に活用し水産流通加工業者の早期復旧を図るため，震災復興コーデ

ィネーター２名を配置し，県内水産加工業者などに対し水産庁や中小企業庁などの各種復

興補助事業についての情報提供や書類作成などへ相談業務を実施しました。    

 

  

◆◆◆◆加工原料加工原料加工原料加工原料をををを安定的安定的安定的安定的にににに確保確保確保確保するためのするためのするためのするための支援支援支援支援◆◆◆◆    

 加工原料の安定確保のため，被災漁港への水揚げが本格的に再開されるまでの間，協

同組合などが遠隔地から加工原料を確保する際に生じた掛かり増し経費の補助を行いま

した。平成２４年度は全国漁業協同組合連合会，宮城県漁業協同組合，気仙沼漁業協同

組合に対し支援を実施しました。  

    

    

◆◆◆◆被災被災被災被災したしたしたした産地魚市場産地魚市場産地魚市場産地魚市場のののの製氷機能製氷機能製氷機能製氷機能をををを回復回復回復回復◆◆◆◆ 

 被災した産地魚市場などの製氷機能を回復するため，３市場１荷さばき施設に対し，

鮮度保持に効果が高く，将来的な衛生管理にも寄与する流動海水氷（スラリーアイス）

製氷施設などの整備に係る費用を補助しました。 

そ の結果 ，石巻 市，女 川町 ，牡鹿 漁業協同 組合， 宮城県 漁業協 同組 合の１ 市

１町２団体の整備が完了しました。 

 

 

◆◆◆◆漁船誘致漁船誘致漁船誘致漁船誘致などになどになどになどに対対対対するするするする支援支援支援支援◆◆◆◆    

 震災後の水揚げ機能の回復を県内外にアピールし，県内魚市場への水揚げを確保する

ため，各魚市場が行う魚価向上対策やＰＲ活動などの漁船誘致に係る支援を行いました。 
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（支援内容） 

事業実施主体 事業内容 

塩竃市水産振興協議会 魚価向上対策事業 

石巻市漁船誘致及び 

原魚確保推進委員会  

船主訪問事業，魚市場ＰＲ資料事業 

気仙沼漁業協同組合 漁船誘致対策事業 

 

 

６ 漁業経営  

◆◆◆◆浜浜浜浜のののの現況現況現況現況をををを把握把握把握把握するするするする調査調査調査調査をををを実実実実施施施施◆◆◆◆  

 震災により，本県の漁港・漁村は壊滅的な被害を受けたことから，それらを拠点とす

る沿岸漁業の状況は大きく変化しました。復旧・復興に向けて，漁業者の現況を把握す

る必要があるため，宮城県漁業協同組合を 始めとした漁業関係団体などから聞き

取 り調査 を実施 しまし た。調 査結果 につい ては関 係団体 に配布 すると ともに ，

県ウェブサイトへ掲載し公表しました。 

 

 

◆◆◆◆ 水産業団体水産業団体水産業団体水産業団体のののの 再建再建再建再建 をををを 支援支援支援支援 ◆◆◆◆     

被 災地域 の水産 業の再 生を 図るた め，震災 により 甚大な 被害を 受け た水産 業

協 同組合 などの 施設・ 設備な どの再 建を支 援し， 当該団 体の運 営基盤 の復興 ・

強 化を図 りまし た。平 成２３ 年度は １４団 体，平 成２４ 年度は １３団 体を支 援

しました。 

 

 

◆◆◆◆ 浜浜浜浜 のののの 担担担担 いいいい 手団体手団体手団体手団体 へのへのへのへの 活動支援活動支援活動支援活動支援 ◆◆◆◆     

 水産業普及指導員が中心となって，浜の中 核となる担い手（宮城県漁業士会，漁

協 青年部 ，漁協 女性部 など） が行う 生産活 動再開 の取組 に対し 支援を 行いま し

た。また，新規就業者確保のための就業セミナーを開催しました。 

 

 

７ 試験研究  

◆◆◆◆水産系試験研究機関水産系試験研究機関水産系試験研究機関水産系試験研究機関のののの復旧整備復旧整備復旧整備復旧整備◆◆◆◆ 

 震災からの復旧を進めている４箇所の水産試験研究施設のうち，平成２３年度の宮城

県水産技術総合センターの復旧整備に続き，七ヶ浜町松ヶ浜漁港に建設する同センター

養殖生産部種苗生産施設に係る建設用地のボーリング調査，水質調査を実施したほか，

気仙沼水産試験場の本館・種苗生産施設の設計に着手しました。  
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◆◆◆◆漁業調査指導船漁業調査指導船漁業調査指導船漁業調査指導船のののの復旧復旧復旧復旧◆◆◆◆ 

 津波により被災した沿岸漁業調査指導船の代船建造を行い，平成２５年３月に，１９ト

ンの漁業調査指導船「開洋」が竣工しました。  

 また，津波により被災した遠洋漁業指導船「新宮城丸」と沖合漁業調査指導船「拓洋丸」

の２隻を１隻に再編した１９９トンの沖合漁業調査指導船の設計を実施し，基本設計が完

了しました。  

    

 

◆◆◆◆ 試験研究試験研究試験研究試験研究 ◆◆◆◆     

 震災後の漁場環境の安全性を確認するため水質・底質調査を定期的に実施する

とともに，タラやイカナゴなどの魚類資源調査，ワカメなどの養殖漁場調査を実

施しました。 

 調査結果については，操業時の漁場選定や養殖施設の適正管理など，安定操業

や養殖生産に活用されるよう，漁協や漁業者に対して情報提供を行いました。 

 

 

８ 原子力発電所事故による影響への対応  

◆ 新基準値新基準値新基準値新基準値 へのへのへのへの 対応対応対応対応◆ 

 東日本 大震災 による 東京電 力福島 第一原 子力発 電所事 故によ り，周 辺環境 に

放 射性物 質が放 出され たこと を受け ，平成 ２４年 ４月１ 日に放 射性セ シウム の

新たな基準値（放射性セシウム１００ベクレル／ｋｇ）が設定されたことから，

基 準値を 超える 水産物 を市場 に流通 させな い対応 が求め られて います 。この た

め ，安全 ・安心 を確保 するた めの対 策の検 討や情 報共有 などを 行うた め，漁 業

団 体，流 通加工 団体な ど宮城 県の水 産関係 団体で 組織す る「宮 城県水 産物放 射

能対策連絡会議」を設置し，平成２４年度は当連絡会議を８回開催しました。 

 

◆ 検査体制検査体制検査体制検査体制 のののの強化強化強化強化◆ 

 新 基 準 値 へ の 対 応 が 必 要 で あ り 関 係 団 体 か ら の 検 査 要 望 も 高 ま っ た こ と か

ら，ゲルマニウム半導体検出器を宮城県水産技術総合センターに設置したほか，

市場などに簡易型放射能測定器を導入し，検査体制を強化しました。 

 また， 検体数 を十分 に確保 するた め，宮 城県漁 業調査 指導船 「拓洋 丸」に よ

る検体採取を行いました。 
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主主主主 なななな 事事事事 業業業業    

課   名 

事業費（千円） 

［決算額] 

事    業    名 

水産業振興課 32,768,749 

[64,989,078] 

漁船漁業構造改革促進支援事業 

小型漁船及び定置網共同化支援事業 

沿岸漁業復興支援施設整備事業 

水産都市活力強化対策支援事業 

水産物加工流通施設復旧支援事業 

水産物加工流通施設整備支援事業 

加工原料等安定確保支援事業 

高鮮度魚介類安定供給事業 

水産系試験研究機関管理費 

県単独試験研究費 

漁業調査・指導船代船建造事業 

漁業・漁港等現況調査事業 

水産業基盤整備課 

漁港復興推進室 

36,770,320 

［52,720,142] 

漁港施設災害等廃棄物処理事業費 

水産基盤整備災害復旧費 

漁港施設機能強化事業費 

漁場環境保全推進事業 

みやぎの漁場再生事業 

漁場生産力回復支援事業 

海底清掃資材購入支援費 

水産環境整備事業費 

資源管理・漁場改善推進事業 

被害漁場環境調査事業     

さけ・ます増殖施設整備事業 

養殖用資機材緊急整備事業 

養殖施設災害復旧事業 

水産業共同利用施設復旧支援事業 

水産業共同利用施設復旧整備事業 

養殖業再生事業                

養殖生産強化支援事業               

農林水産経営支援課 29,790 

[37,849] 

漁業経営改善支援強化事業 

水産業団体被災施設等再建整備支援事業 

新 産 業 振 興 課 5,228,155 

[126,815,500] 

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業 

中小企業等施設設備復旧支援事業 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○養殖業養殖業養殖業養殖業のののの復旧復興復旧復興復旧復興復旧復興にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組についてについてについてについて（（（（北部地区北部地区北部地区北部地区

※※※※

））））    

 

（（（（関連事業関連事業関連事業関連事業：：：：水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業    ほかほかほかほか））））    

１１１１    概要概要概要概要    

東日本大震災により，管内でも養殖施設が全て流出し，陸上の作業施設や機器類の殆

どが被災するなど壊滅的な被害を受けました。その被害額は，管内の養殖水産物と養殖

施設合わせて１７７億円となりました。 

県としては，被災した施設や機器類の整備，養殖種苗購入への支援，被災者漁業者へ

の経営相談などを行って，養殖業の早期の復旧復興に向けた支援を行ってきました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２    対応対応対応対応    

気仙沼地方振興事務所水産漁港部では，これまで養殖漁場のガレキを撤去し，養殖施

設が設置できるようにしました。また，並行して，養殖作業や水揚げ，一次加工処理に

必要な施設や機器類の取得に対しても，漁業者や漁協支所への説明会などを通して，国

の支援事業や国の事業では対象とならない漁業者グループでも活用できる事業などを活

用し，基盤整備の復旧に努めました。併せて，ソフト事業では，種苗購入費への補助や

がんばる養殖への取組支援，被災漁業者への経営相談を行い，養殖業の復旧復興を支援

しました。 

その結果，平成２５年３月現在では，養殖経営体は，

再開予定者に対して７５％の人が着業しています（営ん

だ経営体，水産業基盤整備課調べ）。また，養殖施設（筏）

は，復旧予定台数に対して６８％の１３，０３５台が復

旧しています。 

養殖業の復旧復興はまだまだ途上であるので，今後と

も魅力ある養殖業となるよう様々な支援を継続して実施

していきたいと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※北部地区：気仙沼市，南三陸町  

（気仙沼地方振興事務所水産漁港部） 

種類 

支援事業で整備した機器類を

使用したワカメボイル作業 

（表２）営んだ養殖種類別経営体の再開状況（平成25年3月現在、水産業基盤整備課調べ）

養殖種類

①

震災前

経営体数

②

再開予定

経営体数

③

再開

経営体数

再開予定

割合

（②/①）

再開予定再開予定再開予定再開予定にににに対対対対

するするするする復旧割合復旧割合復旧割合復旧割合

（（（（③③③③////②②②②））））

震災前に対す

る復旧割合

(③/①)

カキ 385 261 210 68% 80%80%80%80% 55%

ワカメ 902 719 668 80% 93%93%93%93% 74%

ホヤ 341 251 93 74% 37%37%37%37% 27%

ホタテガイ 424 299 173 71% 58%58%58%58% 41%

コンブ 73 82 71 112% 87%87%87%87% 97%

ギンザケ 24 15 13 63% 87%87%87%87% 54%

合計 2,149 1,627 1,228 76% 75%75%75%75% 57%

（表３）養殖施設の復旧状況（平成25年3月現在） 単位：台

養殖種類

震災前台数

（A）

復旧予定台数

（B)

復旧完了台数

（C)

復旧予定割合

（B/A）

復旧予定復旧予定復旧予定復旧予定にににに対対対対

するするするする復旧割合復旧割合復旧割合復旧割合

（（（（CCCC////BBBB））））

震災前に対す

る復旧割合

（C/A）

カキ 4,736 2,109 1,590 45% 75%75%75%75% 34%

ワカメ 12,698 14,138 10,338 111% 73%73%73%73% 81%

ホヤ 1,131 701 325 62% 46%46%46%46% 29%

ホタテガイ 3,380 1,804 685 53% 38%38%38%38% 20%

コンブ 347 384 27 111% 7%7%7%7% 8%

ギンザケ 74 70 70 95% 100%100%100%100% 95%

合計 22,366 19,206 13,035 86% 68%68%68%68% 58%

（表１）主な支援事業

区分 事業名 事業概要

がれき撤去 みやぎの漁場再生事業 漁場のがれき撤去

共同利用施設復旧支援・整備事業 共同の養殖関連施設等の復旧、整備費用の補助

養殖施設災害復旧事業 被災した養殖施設の復旧費用の補助

養殖業再生事業（養殖用種苗確保） 種苗購入費への補助

がんばる養殖復興支援事業 養殖業の再開に共同で取組するグループへの支援

漁業経営改善支援強化事業 被災漁業者の経営相談、協業化への支援

施設整備

その他
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○養殖業養殖業養殖業養殖業のののの復旧復興復旧復興復旧復興復旧復興にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組についてについてについてについて（（（（中部地区中部地区中部地区中部地区

※※※※

））））    

 

１１１１    水産関係施設水産関係施設水産関係施設水産関係施設などなどなどなどのののの被害状況被害状況被害状況被害状況        

東日本大震災による管内の水産関連被害額は，３，１２６億円と県全体の４６％を占

める甚大な被害を受けました。 

管内の多くの浜では，大津波により家屋の他，漁船，養殖施設，漁業資材倉庫などの

養殖関連施設が流されたため，震災当初は漁業・養殖業の再開を諦めざるを得ないと考

える漁業者が多く大変厳しい状況が続いていました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２    復旧復旧復旧復旧・・・・復興復興復興復興にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組        

国，県では沿岸漁業・養殖業の早期復旧・

復興を図るため，様々な支援事業が創設さ

れたため，水産漁港部では，あらゆる機会

を捉え，漁協（支所）及び関係漁業者に対

し， 当該事業を広くお知らせするととも

に，必要に応じ復旧計画作成などの支援と

迅速な事務手続きを行いました。 

 

３３３３    平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度のののの養殖業養殖業養殖業養殖業のののの再開状況再開状況再開状況再開状況        

各種復興支援事業が行われてきた結果，震災２年目には概ね７割程の養殖業が再開さ

れています。当部では引き続き養殖業の復興に向け取り組んでいきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東部地区：石巻市，女川町  

（東部地方振興事務所水産漁港部） 

種類 

（表－１）水産関係被害状況         （単位：千円） 

（表－２）東部地区の養殖業の再開状況 

ホタテ養殖     カキ養殖      ノリ養殖       ワカメ養殖 
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－主な取組－  

○○○○養殖養殖養殖養殖業業業業のののの復旧復興復旧復興復旧復興復旧復興にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組についてについてについてについて（（（（南部地区南部地区南部地区南部地区

※※※※

））））  

――――南部地区南部地区南部地区南部地区ののののノリノリノリノリ養殖養殖養殖養殖――――  

 

 東日本大震災以前，宮城県は毎年約７億枚を生産する全国第５位のノリ生産県で，東松島

市以南の南部地区は，生産量は県全体の８割以上を占め，金額でも毎年約４５億円の生産を

上げていましたが，大震災により養殖施設やノリ加工処理場など，多くの漁家が生産基盤の

ほとんどを失う事態となりました。 

 

１１１１    東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災からのからのからのからの復旧復興復旧復興復旧復興復旧復興のののの取組取組取組取組    

 ノリ養殖は，震災以前はほとんどが個人経営でしたが，震災からの早期復旧復興に向けた

養殖生産の早期再開と漁家経営の安定のため，協業体などの組織化を図るとともに，水産業

共同利用施設復旧整備事業など各種補助事業を活用し，被災したノリ養殖筏やノリ加工処理

場（上屋，ノリ全自動乾燥機及び周辺機器類）の復旧整備を推進しました。 

 

２２２２    震災後震災後震災後震災後のののの生産状況生産状況生産状況生産状況などなどなどなど    

① 経営体数  

 ノリ養殖業者は，震災前の１９１経営体から震災後は廃業などにより１１１経営体に減少

しました。このうち，１００経営体が「がんばる養殖復興支援事業」などを利用した協業体

などの組織に参加し生産を開始しています。 

② 養殖筏の復旧整備 

 ノリ養殖筏の整備は，１６，９９０台の整備計画に対し，平成２４年度末までに  

１１，１７６台の復旧が完了し，平成２５年度中にすべての施設の復旧が終了する予定とな

っています。 

③ ノリ加工処理場の復旧整備 

 ノリ加工処理場は震災前の個人所有から，震災後は１００経営体が参加する２３グループ

などが共同で利用する施設を「水産業共同利用施設復旧整備事業」により整備しました。 

④ 平成２４年度漁期の生産状況  

 平成２４年度漁期の乾海苔生産枚数は，２６０百万枚で震災前（平成２１年度漁期）の  

４６％，生産金額は１，９８１百万円で震災前の４４％まで回復しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※南部地区：東松島市，塩竃市，仙台市，名取市，松島町，利府町，七ヶ浜町，亘理町，山元町  

 

                        （仙台地方振興事務所水産漁港部） 

 

表．宮城県南部地区ののり養殖業の復旧状況

生産を再開し

た経営体

生産量

（千枚）

生産額

（千円）

震災前

（H21年度）

191 563,028 4,528,516

震災後

（H23年度末）

56 77,185 745,873

現在

（H24年度末）

111 260,182 1,981,794

復旧率

（H24/H21）

58% 46% 44%

復旧したノリ加工施設 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○水産業団体被災施設等再建整備支援事業水産業団体被災施設等再建整備支援事業水産業団体被災施設等再建整備支援事業水産業団体被災施設等再建整備支援事業についてについてについてについて  

 

（関連事業：水産業団体被災施設等再建整備支援事業 ）  

    

１１１１    目的目的目的目的設立設立設立設立のののの経緯経緯経緯経緯    

水産業協同組合の施設，設備などの再建を支援し，当該団体の運営基盤の復興，強化

を図ることにより，被災地域の再生を図るものです。 

 

２２２２    事業内容事業内容事業内容事業内容    

東日本大震災からの水産業協同組合の機能の早期回復，運営基盤の復興を図るため，

水産業協同組合が行う被災した施設などを再建する経費について，予算の範囲内におい

て「農業・水産業団体被災施設等再建整備支援事業補助金交付要綱」に基づき補助金を

交付し，水産業協同組合機能の早期回復，運営基盤の復興の一助とするものです。 

    

３３３３    補助対象者補助対象者補助対象者補助対象者    

水産業協同組合法で設立認可された水産業協同組合です。 

 

４４４４    交付交付交付交付のののの対象対象対象対象となるとなるとなるとなる経費経費経費経費，，，，補助率補助率補助率補助率    

（１）対象となる経費 

①本所，支所の事務所復旧工事費 

②本所，支所の仮事務所取得費及び賃借料 

③本所，支所のＯＡ機器，事務機器の購入費及びリース料 

（２）補助率 

①交付の対象となる経費が累計で２億円以下の部分の額      ５０％以内 

②交付の対象となる経費が累計で２億円を超え３億円以下の部分の額４５％以内 

③交付の対象となる経費が累計で３億円を超える部分の額     ４０％以内 

    

５５５５    交付決定状況交付決定状況交付決定状況交付決定状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度））））    

１３団体に対して，１５，９１３千円を交付しました。 

 

６６６６    根拠法令根拠法令根拠法令根拠法令などなどなどなど    

（１）水産業協同組合法（昭和２３年１２月１５日法律第２４２号） 

（２）宮城県農業・水産業団体被災施設等再建整備支援事業補助金交付要綱 

   （平成２３年１１月２４日施行） 

 

気仙沼水産加工業協同組合の仮設事務所 

 

（農林水産経営支援課） 
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 調査地点 

－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○被災漁場被災漁場被災漁場被災漁場のののの回復状況調査回復状況調査回復状況調査回復状況調査についてについてについてについて    

 

（関連事業：被害漁場環境調査事業）  

１１１１    はじめにはじめにはじめにはじめに    

    東日本大震災により宮城県沿岸では藻場，干潟が被災しアワビ，ウニ，アサリなどの

有用資源は壊滅的な被害を受けました。沿岸漁業の復興のためには，これらの水産資源

を早急に回復する必要があることから，水産技術総合センターでは藻場，干潟，沿岸漁

場及び養殖場などにおける被災の実態とその回復状況に関する調査を行いました。これ

らの調査結果の中から，宮城県沿岸におけるアワビ，ウニなどの磯根資源の回復状況に関

する調査結果をご紹介します。 

 

２２２２    調査内容調査内容調査内容調査内容    

 （１）海底地形，海藻繁茂状況及びエゾアワビ・キタムラサキウニ生息密度調査 

県内のエゾアワビ漁場１１カ所（図１）で，

１００ｍの調査ラインを設置し，ライン上の海

底地形，海藻繁茂状況，エゾアワビ・キタムラ

サキウニの生息密度に関する潜水調査を行い

ました。  

（２）エゾアワビ浮遊幼生出現状況調査 

エゾアワビの新規発生状況を調べるため，気仙

沼湾岩井崎でプランクトンネット曳網によるエ

ゾアワビ浮遊幼生の出現状況調査を行いました。 
（３）エゾアワビ稚貝分布密度調査 

海底のエゾアワビ稚貝の分布密度を調査す

るため，エゾアワビの０歳貝及び１歳貝の潜水

探索調査を実施しました。  
    

３３３３    調査結果調査結果調査結果調査結果    

各調査点の海藻類は，昨年度より濃密に繁茂している傾向が認められ，岩礁域の藻場は回

復過程にあると考えられました。また，キタムラサキウニについても稚ウニの発生が認め

られ，震災後の速やかな資源回復が進んでいると推察されました。  
一方，エゾアワビについては，震災時に０歳貝であった２０１０年生まれの稚貝が津

波による被害を受けて大きく減少しました。さらに，２０１１年生まれの稚貝は２０１２

年３月の低水温によるへい死，２０１２年生まれの稚貝は浮遊幼生の発生が少なかった

ことに起因すると思われる低い分布密度が認められました。  

このように，震災後のエゾアワビ０歳貝の発生が継続して低い水準にあると推察され

ることから，今後も引き続きエゾアワビの資源動向を注視して行くこととしています。  
 

 

 

 

 

 

 

調査地点の海底状況（左：産卵のため蝟集するアワビ親貝，右：アラメの群落） 

（水産技術総合センター，気仙沼水産試験場） 

 

図１ 調査地点  
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○漁業活動漁業活動漁業活動漁業活動のののの支障支障支障支障となっているガレキのとなっているガレキのとなっているガレキのとなっているガレキの撤去撤去撤去撤去についてについてについてについて    

               （関連事業：漁場生産力回復支援事業，みやぎの漁場再生事業） 

    

１１１１    はじめにはじめにはじめにはじめに    

東日本大震災に伴う津波により，膨大な量のガレキが漁場に流出し，本県水産業の復

興に大きな支障となっています。宮城県は，震災直後から起重機船などの大型重機によ

るガレキ撤去を進めるとともに，漁業者自らが行う漁場の清掃活動に助成を行うなど，

漁場の早期復旧に向けた取組を行いました。 

 

２２２２    主主主主なななな取組内容取組内容取組内容取組内容    

①大型重機によるガレキ撤去 

 起重機船やバックホウなどの大型重機による沿岸漁場に堆積したガレキの撤去 

 

 ②漁業者自らが行う漁場清掃活動の助成 

 （１）地元漁業者による沿岸に漂着したガレキの撤去 

（２）底びき網漁業や刺網漁業などの操業時に回収されるガレキの処分 

 （３）底びき網漁船による広域的な海底ガレキの撤去 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

            起重機船による漁場ガレキの撤去                    底びき網漁船で回収されたガレキ    

    

 ③マルチビームソナーを用いた沖合海底状況の音響調査 

    

３３３３    取組取組取組取組のののの成果成果成果成果    

平成２４年度の取組により，大型重機によるガレキ撤去では１６，２３５ｍ

３

，漁業者

自らが行う漁場清掃活動では９，２９８ｍ

３

と合計で２５，５３３ｍ

３

のガレキが漁場か

ら撤去されました。震災直後の平成２３年度に比べると撤去量は約１／１０に大きく減

少しましたが，依然として漁場には多くのガレキが存在していることが分かりました。

また，マルチビームソナーによる海底調査の結果は，海底清掃を行っていた漁業者に随

時情報提供を行い，安全かつ効率的なガレキの撤去作業に活用されました。 

 

表 漁 場ガレキの撤 去 量  

                             

（水産業基盤整備課） 

取組内容 

漁場ガレキ撤去量 

（単位：m

3

） 主な回収場所 

H23年度 H24年度 

①大型重機によるガレキ撤去 149,293 16,235 養殖漁場など 

②漁業者自らが行う漁場清掃

活動 

84,228 9,298 沿岸漁場，沖合底びき網漁

場など 

合  計 233,521 25,533  
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－

○○○○共同利用施設共同利用施設共同利用施設共同利用施設のののの復旧復旧復旧復旧････整備整備整備整備 －－－－そのそのそのその１１１１－（－（－（－（沿岸漁業沿岸漁業沿岸漁業沿岸漁業・・・・養殖業養殖業養殖業養殖業））））

（（（（関連事業関連事業関連事業関連事業：：：：共同利用施設復旧支援事業共同利用施設復旧支援事業共同利用施設復旧支援事業共同利用施設復旧支援事業，，，，共同利用漁船等復旧支援対策事業共同利用漁船等復旧支援対策事業共同利用漁船等復旧支援対策事業共同利用漁船等復旧支援対策事業ほかほかほかほか）

平成２３年度から２４年度にかけて，被災した漁船，カキ処理場などの共同利用施設，水

産加工業協同組合が所有する冷凍･冷蔵施設など，水産業共同利用施設の復旧を進めてきま

した。

１１１１ 共同利用漁船等復旧支援対策事業共同利用漁船等復旧支援対策事業共同利用漁船等復旧支援対策事業共同利用漁船等復旧支援対策事業

震災で被災した漁船の建造や修繕，定置網などの漁具の復旧を支援する事業で，北部、中

部、南部の３地区の施設保有漁業協同組合などが事業実施主体となり，復旧が進められまし

た。平成２４年度末までに漁船は新船建造や修繕なども合わせて約５，０００隻がこの事業

を活用し復旧しています。また，定置網など漁具の復旧も進んでおり，多くの経営体で操業

が再開されています。

２２２２ 水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業（（（（沿岸漁業分沿岸漁業分沿岸漁業分沿岸漁業分））））

沿岸漁業・養殖業に必要不可欠な各種の作業機器類，加工機器類などの共同利用施設がこ

の事業を活用し復旧が進んでいます。

これまで，浜作業に必要不可欠なフォークリフトなどの特殊車両，ワカメのボイル釜，ス

カイタンクなどの機器類が復旧し，浜での作業に活用されています。

３３３３ 水産業共同利用施設復旧整備事業水産業共同利用施設復旧整備事業水産業共同利用施設復旧整備事業水産業共同利用施設復旧整備事業

これまでも各浜に多数存在していた共同カキ処理場，各種の作業場，入札場など新たな施

設が各地に整備されています。

各地域での土地利用計画の遅れや土地の嵩上げが必要なことなど，様々な問題を抱える施

設も多くありますが，県としても一日も早い復興に向け引き続き支援していきます。

復旧した沿岸漁船 ワカメ加工の作業場

（水産業振興課・水産業基盤整備課）

事業費 補助金額 事業費 補助金額 事業費 補助金額

国Ｈ２３予算 5,019,000 3,632,498 59,000 49,066 4,960,000 3,583,332

国Ｈ２４予算 1,482,437 1,235,363 0 0 1,482,437 1,235,363

合　　　　計 6,501,437 4,867,861 59,000 49,066 6,442,437 4,818,695

国Ｈ２３予算 1,422,585 1,185,477 58,892 49,073 1,329,295 1,107,739

国Ｈ２４予算 1,187,522 966,671 0 0 1,065,196 864,733

合　　　　計 2,610,107 2,152,148 58,892 49,073 2,394,491 1,972,472

国Ｈ２３予算 6,441,585 4,817,975 117,892 98,139 6,289,295 4,691,071

国Ｈ２４予算 2,669,959 2,202,034 0 0 2,547,633 2,100,096

合　　　　計 9,111,544 7,020,009 117,892 98,139 8,836,928 6,791,167

Ｈ２４年度実績額（千円） Ｈ２５　明許繰越額（千円）

区分

事業

実施者数

5

（１）漁協・水産加工協等共同利

用施設　　 復旧・復興関係

（２）養殖施設復旧・復興関係

合　　　　計

（１）＋（２）　補助金

項目

Ｈ２４年度　計画額（千円）

48

53
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－

○○○○共同利用施設共同利用施設共同利用施設共同利用施設のののの復旧復旧復旧復旧････整備整備整備整備 －－－－そのそのそのその２２２２－ （－ （－ （－ （流通加工関係流通加工関係流通加工関係流通加工関係））））

水産物流通施設はその大部分が沿岸域に立地していたことから，沿岸漁業と同様に被害は

大きく，震災時は数多くの冷凍冷蔵施設や加工施設が流失しましたが，この事業の活用，そ

してグループ補助金の活用などにより着実に復旧が進んでいます。

１１１１ 水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業水産業共同利用施設復旧支援事業

水産加工業協同組合などが所有する冷凍冷蔵施設の修繕や加工関係の機器類の整備など，

復旧が進められています。

水産物の流通には冷凍･冷蔵施設が不可欠ですが，修繕が必要だった施設はほぼ復旧が済

んでいます。

２２２２ 水産業共同利用施設復旧整備事業水産業共同利用施設復旧整備事業水産業共同利用施設復旧整備事業水産業共同利用施設復旧整備事業

水産加工業協同組合などが所有する冷凍冷蔵施設や製氷施設などの整備(新築)事業であ

り，各地で事業が行われています。

漁業関係施設同様，各地域での土地利用計画の遅れや土地の嵩上げが必要なことなど，様

々な問題を抱える施設もありますが，魚市場の復旧とともに背後施設の受け入れ体制整備が

本県水産業の復旧･復興に直結することから，各事業実施主体が懸命に復旧を進めています。

●水産業共同利用施設復旧支援事業

●水産業共同利用施設復旧整備事業

魚市場で活躍するスカイタンク 復旧した冷凍冷蔵施設

（水産業振興課）

事業実施者数 総事業費 うち補助金額

H24実績額

（補助金額）

H25繰越額

（補助金額）

（千円） （千円） （千円） （千円）

31 6,166,495 4,937,544 3,398,200 1,398,642

事業実施者数 総事業費 うち補助金額

H24実績額

（補助金額）

H25繰越額

（補助金額）

（千円） （千円） （千円） （千円）

5 6,501,437 4,334,290 49,066 4,818,695

-16-



－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○漁業漁業漁業漁業・・・・漁港等現況調査事業漁港等現況調査事業漁港等現況調査事業漁港等現況調査事業についてについてについてについて    

 

（関連事業：漁業・漁港等現況調査事業）  

    

１１１１    目目目目            的的的的    

 東日本大震災による地震・津波によって，本県の漁港・漁村は壊滅的な被害を受け

たことから，それらを拠点とする水産業の現況は大きく変化しています。 

本事業では水産業の復旧・復興に向けた取組を実施する上で必要となる基本情報を

収集するため，平成２３年度に引き続き，関係機関や漁業者個人への聞き取りなどを

実施し，本県水産業の現況を調査しました。  

 

 

２２２２    調査調査調査調査のののの方法方法方法方法     

財団法人宮城県水産公社(現在の名称：公益財団法人宮城県水産振興協議会)の調査

員が，宮城県漁業協同組合などの水産関係団体に対し，聞き取り調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３３３    主主主主なななな調査調査調査調査結果結果結果結果    

 

○震災前後の漁業協同組合員数の変化 

 平成２４年１２月末時点の組合員数は，震災前と比較すると，正組合員は約１０％

減少し，准組合員では２％増加しました。この傾向は震災後一貫して見られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 組合員数の変化 
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○漁業者の住居 

 応急仮設住宅に住む漁業者の人数は徐々に少なくなっていますが，平成２４年１２

月末時点でも約３割が応急仮設住宅での生活を余儀なくされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○震災後の主な収入源 

主な収入を漁労活動としている人の割合は徐々に回復し，平成２４年１２月末時点

では６２％に達しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○漁業の再開状況 

平成２４年１２月末時点で，採介藻漁業以外の漁船漁業については震災前の６９％，

養殖漁業については６６％の漁業者が生産を再開しました。採介藻漁業についてはア

ワビの開口に合わせ着業者が増加し震災前を上回りました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課） 

 

図２ 居住地の変化（正・准組合員を対象とした調査）  

図３ 震災後の主な収入源（正組合員を対象とした調査）  

図４ 漁業の再開状況 （正組合員を対象とした調査 数値は延べ人数） 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○栽培漁業栽培漁業栽培漁業栽培漁業のののの種苗放流種苗放流種苗放流種苗放流についてについてについてについて    

 

（関連事業：栽培漁業種苗放流支援事業）  

    

１１１１    事業事業事業事業のののの概要概要概要概要    

東日本大震災により，県内の種苗生産施設が壊滅的な被害を受け，種苗の生産，放流

が実施不可能な状況になっていることから，将来の漁獲量の落ち込みが懸念されていま

す。 

このため，新たな種苗生産施設が整備されるまでの間，国の「被災海域における種苗

放流支援事業」を活用し，ヒラメ，アワビ，シジミなどの放流用種苗を他県の種苗生産

施設などから導入し，県内各地で放流しています。 

 

２２２２    平成平成平成平成２４２４２４２４年度種苗放流実施内容年度種苗放流実施内容年度種苗放流実施内容年度種苗放流実施内容    

①  アワビ種苗の購入及び放流 

購 入 先：（公社）北海道栽培漁業振興公社，奥尻町 

購入尾数：（公社）３０ｍｍサイズ１００千個 

（奥尻町）５０ｍｍサイズ２６．６千個 

   事業主体：宮城県 

②  ヒラメ種苗の購入及び放流 

購 入 先：（公社）青森県栽培漁業振興協会 

   購入尾数：５０ｍｍサイズ２００千尾 

   事業主体：宮城県 

③  サケ稚魚の購入及び放流 

購入尾数：０．８ｇサイズ２５，８６１千尾 

事業主体：宮城県さけます増殖協会 

④  シジミ種苗の購入及び放流 

購入尾数：１０ｍｍ～１５ｍｍサイズ４６，６６０ｋｇ 

事業主体：北上追波漁業協同組合 

 

３３３３    事業実施期間事業実施期間事業実施期間事業実施期間    

平成２４年度～平成２７年度 

 

 

シジミ種苗放流状況           ヒラメ稚魚放流状況 

 

                             （水産業基盤整備課） 
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――――主主主主なななな取組取組取組取組―――― 

○○○○震災後震災後震災後震災後におけるマボヤにおけるマボヤにおけるマボヤにおけるマボヤ採苗採苗採苗採苗へのへのへのへの取組取組取組取組    

（（（（関連事業関連事業関連事業関連事業 ::::水産業改良普及事業水産業改良普及事業水産業改良普及事業水産業改良普及事業））））    

                                       

１１１１    目的及目的及目的及目的及びびびび背景背景背景背景     

 本県の地域特産物であるマボヤの養殖は，東日本大震災により壊滅的被害を受け，

早期の種苗確保が復興の課題となっていました。しかし，養殖されていたホヤが流失

したことにより，産卵母集団が激減し天然での採苗が危惧されました。 

 このことから陸上における人工採苗技術を普及することにより，今後の養殖用種苗

を確保するとともに，震災以前から天然採苗により種苗供給を行っていた鮫浦湾，雄

勝湾において浮遊幼生の発生量調査を行い，その情報を提供することで採苗適期を判

断するための一助とされることを目的としました。 

 

２２２２    人工採苗人工採苗人工採苗人工採苗 

 平成２４年に県内で人工採苗を行ったのは１４地区(２２グループ)で，多くの地区

は平成２２年以降取り組んでおり，新たに実施する２地区においては，事前にマボヤ

の生態，人工採苗に必要な資材，採苗方法などの勉強会を開催しながら準備作業にあ

たりました。 

 ほとんどの実施地区で１２月下旬から１月上  
旬にかけて大量放卵が認められ，順調な採苗が  
行われましたが，一部の地区では，一斉放卵が  
確認されない状況が続いたことから，加温によ  
る放卵促進などを行い，全ての地区で１月中に  
はほぼ採苗作業が終了しました。  
 採苗が長期間に及んだ地区では，やや付着に  
ばらつきも見られましたが，全体の採苗数量は  
，採苗糸で概ね３００，０００ｍ，カキ殻で  
１６０，０００枚が採苗されました。 

    

３３３３    天然採苗天然採苗天然採苗天然採苗 

((((１１１１))))    浮遊幼生発生量調査浮遊幼生発生量調査浮遊幼生発生量調査浮遊幼生発生量調査 

  平成２４年度の浮遊幼生調査は平成２４年１２月２０日から開始し，水温・浮遊幼

生発生状況などの調査結果を養殖通報として取りまとめ，翌年２月７日までに８報を

発行しました。 

 浮遊幼生は，１２月１８日の調査時より確認され始め，雄勝湾では１月８日に  
３９８個体，鮫浦湾でも１月２２日に４１９個体の幼生が確認され，この時期が幼生

の発生のピークと考えられました。 

    

((((２２２２))))    天然採苗天然採苗天然採苗天然採苗 

 鮫浦湾では，カキ殻コレクターの採苗器を用い，雄勝  
湾においてはシュロ縄の採苗器が使用されています。こ  
れらの採苗器は両湾ともに平成２４年１２月下旬に投入  
され，ほぼ例年並の付着が確認されていますが，具体の  
付着状況や採苗数量などについては種苗がある程度生育  
した後に確認する予定です。 

 

 

４４４４    トピックストピックストピックストピックス 

 塩釜市桂浜地区では，平成２２年度から人工採苗に取り組み，平成２２年末に採苗

した種苗は順調に生育していましたが，東日本大震災の津波によりほとんどが流失し

てしまいました。しかし，一部流失を免れた種苗を宮城県漁協志津川支所に提供し，

養殖を続けたところ，平成２５年４月には，戸倉地区において震災後初の養殖マボヤ

として水揚げされ１１トンが販売されました。 

                                  （水産技術総合センター・気仙沼水産試験場） 

ホヤ人工採苗の様子 

コレクターに付着した幼生 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○水産系試験研究機関水産系試験研究機関水産系試験研究機関水産系試験研究機関のののの復旧整備復旧整備復旧整備復旧整備  

 

（関連事業：水産系試験研究機関管理費）  

 

１１１１    目目目目    的的的的    

「宮城県水産業復興プラン」に基づき策定した宮城県水産試験研究機関復旧方針を

基に，被災した水産技術総合センター本所，水産技術総合センター養殖生産部種苗生

産施設，水産技術総合センター公開実験棟，水産技術総合センター気仙沼水産試験場

を復旧整備するものです。 

 

２２２２    復旧復旧復旧復旧のののの概要概要概要概要    

（１）水産技術総合センター本所 

本所は，試験研究棟・屋内飼育棟・研修棟を中心に原形復旧し，従来どおり普及指

導チーム・企画情報部・環境資源部・養殖生産部，水産加工開発部を配置し，本県水

産業の復旧・復興に向けた業務を優先して実施します。 

また，養殖生産部で実施していた機能のうち，新規対象種に係る種苗生産技術開発

などは本所に施設整備を行い対応します。 

 

（２）水産技術総合センター養殖生産部種苗生産担当 

アワビなど貝類生産分野は，七ヶ浜町松ヶ浜漁港に新たに種苗生産施設を整備しま

す。アワビ種苗の提供を早急に再開する必要があるため，早期整備を図ります。 

魚類生産分野については，基本的にはセンター本所で種苗生産技術開発などを担う

こととしますが，広域回遊魚類（ヒラメなど）については，国の対応や他県での供給

体制を踏まえて，施設整備を実施します。 

 

（３）水産技術総合センター水産加工開発部 

公開実験棟は石巻市魚町に平成２７年度までに再建し，従来の機能を存続させるこ

ととします。 

 

（４）水産技術総合センター気仙沼水産試験場 

従前の気仙沼市波路上内沼から気仙沼湾に面した波路上岩井崎に再建することと

し，平成２５年度からの工事着手を目指します。 

また，再建にあたり，ワカメ・コンブなどの海藻類やホヤなどの種苗生産にも対応

可能な種苗生産施設も併せて整備します。 

施設は可能な限りオープンラボ的な構造とし，生産者自らが県の指導の下，種苗生

産に従事できるものとします。 

 

３３３３    復旧状況復旧状況復旧状況復旧状況    

水産技術総合センター本所は，平成２３年９月に業務を再開しました。     

七ヶ浜町松ヶ浜漁港に建設を計画している種苗生産施設は，取水に係るボーリング

調査，水質調査を実施し，設計に着手しました。 

加工開発部公開実験棟は，既存施設の解体及び用地の嵩上げ工事に着手しました。 

気仙沼水産試験場は，建設用地の地質調査，本館及び種苗生産施設の設計に着手し

ました。 

 

（水産業振興課） 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○漁業調査指導船漁業調査指導船漁業調査指導船漁業調査指導船のののの復旧整備復旧整備復旧整備復旧整備    

 

 

（関連事業：漁業調査・指導船代船建造事業） 

 

１１１１    概概概概    要要要要    

東日本大震災の津波により，県沿岸を調査海域とする漁業調査指導船「蒼洋」（１９トン），県沖

合を調査海域とする漁業調査指導船「拓洋丸」（１２０トン），「新宮城丸」（４５０トン）が被災

しました。大震災で流入したガレキなどの影響で海洋環境が大きく変化していること，福島第一原発

の事故による影響が現れてきていることから，早急に漁業調査指導船を復旧整備する必要があります。 

 

２２２２    復旧整備計画復旧整備計画復旧整備計画復旧整備計画とととと２４２４２４２４年度実施内容年度実施内容年度実施内容年度実施内容    

（１）沿岸漁業調査指導船「開洋」（１９トン） 

 平成２４年６月から建造工事が始まり，平成２５年３月に竣工しました。竣工した沿岸漁業調査指

導船は，沿岸域の漁場環境調査，貝類資源調査，浮魚資源調査，地域性多獲魚資源調査（オキアミ）

などに従事します。 

 

（２）沖合漁業調査指導船（１９９トン） 

震災後の水産業復興に向けて，効率的かつ精度の高い海洋調査などを実施するため，「拓洋丸」，

「新宮城丸」の２隻を統合し，総トン数１９９トンの沖合漁業調査指導船の建造を行います。 

・平成２４年８月，基本設計完成 

・工  期：平成２４年１２月～平成２６年３月（１５ヶ月） 

・竣工予定：平成２６年３月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（水産業振興課） 

 

平成２５年３月に竣工した１９トン型 新漁業調査指導船「開洋」 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－

○○○○「「「「中小企業等中小企業等中小企業等中小企業等グループグループグループグループ施設等復旧支援補助事業施設等復旧支援補助事業施設等復旧支援補助事業施設等復旧支援補助事業」」」」をををを活用活用活用活用したしたしたした水産水産水産水産

加工業加工業加工業加工業などのなどのなどのなどの復旧復旧復旧復旧

１１１１ グループグループグループグループ補助金補助金補助金補助金についてについてについてについて

復興のリード役となり得る「地域経済の中核」を形成する中小企業などがグループを組ん

で復興事業計画を作成し，県の認定を受けた場合，施設・設備の復旧・整備などについて事

業費の７５％（うち国費５０％，県費２５％）を上限に補助を受けることができる制度で，

被災企業の救済と地域経済の回復などを目的に創設されました。

２２２２ 本県本県本県本県でのでのでのでの状況状況状況状況

震災以降これまでに第１次から第７次までにわたる募集が行われました。

水産関係では，気仙沼，石巻，女川，塩釜，南三陸など，沿岸の各地域においてグループ

が形成され，これまでに１４グループが県の認定を受け，総額で約８３４億円の補助金が交

付決定されています。

このグループ補助金を活用して約５０％の企業が操業を再開していますが，一方で，震災

に伴う地盤沈下や各地域における土地利用計画が決まらないことなど様々な事情で，未だ復

旧途上の企業も数多く残っています。

県では，被災企業の復旧･復興が早期に果たされるよう，引き続き必要な支援を迅速に行

っていきます。

●事業採択されたグループと交付決定状況

補助金により復旧し業務を再開した工場

（水産業振興課）

参加（企業）数 交付決定金額 完了件数

（者） （億円） （H24年度末）

女川魚市場買受人協同組合 1 3 1

南三陸地区水産加工業復興グループ 8 13.6 5

塩釜水産加工業グループ 46 24.8 19

仙台市中央卸売市場水産卸グループ 8 3 3

気仙沼水産業グループ 108 226 48

石巻水産業復興グループ 199 356 92

養殖水産資源復興グループ 10 6.3 6

閖上水産加工業組合 10 11.5 7

水産の町「女川」復活プロジェクト 41 66 4

雄勝海域水産復興グループ 5 5.4 2

ゆりあげ港朝市協同組合 1 1 0

塩釜水産加工復興グループ 41 28.3 1

気仙沼水産復興グループ 41 27 5

石巻水産関連復興グループ 102 62.6 12

621 834.5 205合計

グループ名

6次

5次

3次

2次

1次
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    復興復興復興復興のポイントのポイントのポイントのポイントⅡⅡⅡⅡ    水産業集積拠点水産業集積拠点水産業集積拠点水産業集積拠点，，，，漁業拠点漁業拠点漁業拠点漁業拠点のののの集約再編集約再編集約再編集約再編  

 

１ 漁港・漁村  

◆◆◆◆漁港漁港漁港漁港のののの本格復旧工事本格復旧工事本格復旧工事本格復旧工事にににに着手着手着手着手◆◆◆◆ 

    県管理漁港の本格的な復旧工事については，平成２４年１月から順次，漁業者などと

の協議を行いながら着手し，市町管理漁港については，平成２４年２月末から県管理漁

港と同様に着手しました。 

県 内にあ る全１ ４２漁 港全 てが東 日本大震 災によ り壊滅 的な被 害を 受けま し

た 。水産 業の早 期復旧 に向け 震災直 後から 応急工 事に着 手し， 本格復 旧につ い

て は平成 ２３年 １２月 以降順 次着手 しまし た。県 営管理 漁港は ２７港 あり， そ

の うち２ ６港で 本格復 旧工事 に着手 してい ます。 また市 町村管 理漁港 は１１ ５

港 あり， ９７港 （うち ２港は 河川災 害とし て復旧 ）で本 格復旧 工事に 着手し て

います。 

 

主主主主なななな事業事業事業事業      

課   名 

事業費（千円） 

［決算額] 

事    業    名 

漁港復興推進室 

16,626,806 

［46,730,877] 

水産基盤整備災害復旧費 

水産基盤整備調査事業費 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○漁港復旧漁港復旧漁港復旧漁港復旧のののの取組取組取組取組    

 

（関連事業：水産基盤整備災害復旧費 ほか）  

    

１１１１    概要概要概要概要    

東日本大震災により県内に１４２ある漁港は，その全てが壊滅的な被害を受けており，

漁港施設及び海岸施設の災害査定額は，県管理漁港で１，４９０億円，市町管理漁港で

１，０３５億円の合計２，５２５億円となっています。 

壊滅的な被害を受けた各漁港の災害復旧は，本県水産業の早期復興にとっては不可欠

であることから，早期完成を図り，平成２７年度までの全漁港の復旧完了を目指してい

ます。 

 

２２２２    状況状況状況状況    

震災直後から応急工事に着手し，平成２３年１２月から本格復旧工事を進めています。 

復旧状況については，平成２５年６月末現在で，県管理漁港２７港の内２６港に着手

し，市町管理漁港では，河川災害で復旧する２港を除いた１１３港の内９５港に着手し

ており，着手率で８６％となっています。また，契約率では，県が６２％，市町が５７％

となり，県市町合わせて６０％の契約率となっています。 

資材不足などで現場の進捗は遅れていますが，現在は，ロードマップを基に地元利用

者と調整し，効果的な復旧・復興を進めています。 

 

３３３３    完成完成完成完成のののの状況状況状況状況     

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

 

女川漁港 宮ヶ崎岸壁 

日門漁港 天ヶ沢物揚場 
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４４４４    「「「「漁港漁港漁港漁港のののの復旧復旧復旧復旧････復興復興復興復興ロードマップロードマップロードマップロードマップ」」」」    

    

被災した県管理漁港の２７漁港について，復旧･復興ロードマップを作成して復旧を

進めており，平成２７年度の完成を目指しています。 

 

（漁港復興推進室） 
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復興復興復興復興のポイントのポイントのポイントのポイントⅢⅢⅢⅢ    新新新新しいしいしいしい経営形態経営形態経営形態経営形態のののの導入導入導入導入  

 

１ 漁業経営  

◆◆◆◆共同共同共同共同化化化化，，，，協業化協業化協業化協業化などなどなどなどによるによるによるによる取組支援取組支援取組支援取組支援◆◆◆◆ 

 関係機関と連携し，被災により個別での再起が難しい漁業者に対して，共同化や協業

化などによる経営再開や経営安定に向けた取組を支援しました。 

（支援内容） 

・漁業生産組合の設立に係る事務指導や認可を行いました。震災以降は新たに１５の漁

業生産組合が設立されています（平成２５年３月末現在）。 

・ 復興特 区制度 の活用 に向け 石巻市 桃浦地 区にお ける復 興推進 計画を 作成し ま

した。 

 

主主主主なななな事業事業事業事業      

課   名 

事業費（千円） 

［決算額] 

事    業    名 

農林水産経営支援課 
13,877 

［2,874] 

漁業経営改善支援強化事業（再掲） 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○がんばるがんばるがんばるがんばる養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業によるによるによるによる協業化協業化協業化協業化のののの取組取組取組取組（（（（北部地区北部地区北部地区北部地区

※※※※

））））    

    

【【【【がんばるがんばるがんばるがんばる養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業】】】】    

被災した地域における養殖業の早期再開と生産量の回復を図るため創設された「がん

ばる養殖復興支援事業（水産庁補助）」を活用して取り組むグループや，漁業協同組合

を支援しました。 

この取組では，養殖業の共同化を条件に，経営再建に必要な経費を３漁期にわたり国

から助成を受けるもので，養殖業の早期再開を促すことや４漁期以降の自立を目指す制

度となっています。 

取組期間中は，共同化の取組による作業の効率化や掛かる経費の削減などのメリット

が見込まれる他，養殖や水揚げ方法を工夫するなどの新たな取組を実践することで，販

路拡大や単価の向上などにも繋がる取組が出来るようになっています。 

 

１１１１    北部地区北部地区北部地区北部地区のののの状況状況状況状況    

気仙沼地方振興事務所水産漁港部では，共同化による取組を希望するグループに対し

て，制度や取り組んだ場合のメリットなどを説明するとともに，実施主体となる宮城県

漁協各支所には養殖復興プロジェクト計画書の策定支援を行いました。 

その結果，平成２４年度では新たに５グループ，６７人の計画が認定され，取組がス

タートしました（下表参照）。 

取組グループでは，慣れない共同作業をし

ながらも，これまでの漁業者個々の経験を生

かした生産活動が行われています。 

当水産漁港部としては，今後も取組がスム

ーズに進むよう事業実施者を支援するととも

に，取組終了後も養殖業が引き続き安定経営

が可能なものとなるよう支援を行っていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 

 

 

 

 

※北部地区：気仙沼市，南三陸町  

（気仙沼地方振興事務所水産漁港部） 

 

ギンザケ養殖取組グループの水揚げ状況 

計画年度 事業実施地区 グループの名称 対象養殖種類 計画期間

参加人数

（人）

戸倉地区ギンザケ部会 ギンザケ

平成24年2月

　～平成26年8月

6

戸倉地区ワカメ、カキ、ホ

タテガイ部会

ワカメ、カキ、ホタテガ

イの混合

平成24年2月

　～平成26年12月

96

志津川地区ワカメ部会

（８地区）

ワカメ

平成24年2月

　～平成26年6月

70

計 3グループ － － 172

気仙沼地区支所階上カキ部

会

カキ

平成24年11月

　～平成28年2月

26

気仙沼地区支所階上ホタテ

部会

ホタテガイ

平成24年11月

　～平成27年12月

9

気仙沼地区支所大島外浜カ

キ・ホタテ部会

カキ、ホタテガイ

平成24年11月

　～平成28年10月

3

志津川支所 志津川地区カキ部会 カキ

平成24年9月

　～平成27年6月

25

志津川支所銀乃すけ養殖部

会

ギンザケ

平成25年3月

　～平成27年8月

4

計 5グループ － － 67

8グループ － － 239合計

気仙沼地区

支所

志津川支所

平成23年度

平成24年度

（表）がんばる養殖復興支援事業の取組状況 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○がんばるがんばるがんばるがんばる養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業によるによるによるによる協業化協業化協業化協業化のののの取組取組取組取組（（（（中部地区中部地区中部地区中部地区

※※※※

））））     

    

１１１１    がんばるがんばるがんばるがんばる養殖復興支援事業実施養殖復興支援事業実施養殖復興支援事業実施養殖復興支援事業実施にににに向向向向けてけてけてけて        

東日本大震災による東部地方振興事務所管内の水産関連被害は，県全体の約半分を占

めるほど壊滅的な被害を受けました。漁船や養殖施設，養殖機材など，さらには家屋ま

で失った養殖業者からは，「自力復旧は困難，廃業せざるを得ない」との相談を多く受

けたため，水産漁港部では各地域を訪問し，漁協（支所）及び養殖業者に対し当該事業

の仕組みなどについて説明会を行いました。  

 

【カキ・ホタテガイ・ホヤ養殖の取組】  

カキ・ホタテガイ・ホヤ養殖については，養殖施設・養殖機器の復旧資金や作業従

事者の確保が困難であるため，養殖業の再開は厳しいとの意見が多く寄せられまし

た。このため，水産漁港部では漁協（支所）と連携を図り，事業希望のあった管内５

グループと協議を重ね復興計画策定を支援しました。  

現在，各グループとも養殖作業や販売の共同化，また，作業及び収支も含めた協業

化の導入を行うなど，復興に向け取り組んでいます。  

【ギンザケ養殖の取組】  

ギンザケ養殖については，震災後，風評被害などの影響による単価の下落や復旧資

金の確保が困難との理由から，管内８グループから事業導入の希望がありました。復

興計画は，当該養殖業者と漁協（支所）・ＮＰＯ法人水産業・漁村活性化推進機構現

地指導員が中心となり取りまとめされ，当部でも必要に応じ計画書策定に向け支援し

ました。  

現在，各グループとも餌の種類や投餌方法の統一化，出荷作業や販売の共同化を行

いながら復興に向け取り組んでおり，管内の各浜には，ようやくに活気が見られるよ

うになってきました。当部としても，一日も早い養殖業の復興に向け，各グループと

連携しながら取り組みを進めています。  

 

２２２２    がんばるがんばるがんばるがんばる養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業のののの取組状況取組状況取組状況取組状況        

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３３３    各養殖各養殖各養殖各養殖グループのグループのグループのグループの取組状況取組状況取組状況取組状況        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東部地区：石巻市，女川              （東部地方振興事務所水産漁港部） 

 

ギンザケ水揚状況 ホヤ人工種苗挟み込み作業 
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－主な取組－ 

○○○○がんばるがんばるがんばるがんばる養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業養殖復興支援事業によるによるによるによる協業化協業化協業化協業化のののの取組取組取組取組（（（（南部地区南部地区南部地区南部地区

※※※※

））））    

 

        

１１１１    南部南部南部南部におけるにおけるにおけるにおける動動動動きききき              

 平成２３年度から「がんばる養殖復興支援事業」により南部管内でも，多くの漁業者

がこの事業を活用してグル－プによる養殖業の再開を果たしています。 

この事業では３経営体以上の漁業者がグループを形成し，共同化による生産再開の取

組をまとめた「養殖復興計画」を作成することが必要となります。そして第３者からな

る「宮城県認定協議会」の認定を受けた後に，事業を活用することができます。それぞ

れのグループの漁業者は，共同化という新しい形での生産体制を構築し，将来の黒字化

を目標に計画を策定しました。 

 

２２２２    認定認定認定認定のののの状況状況状況状況    

平成２３年１２月に宮城県漁業協同組合宮戸西部支所ノリ部会の復興計画が認定さ

れたのを皮切りに，平成２４年６月に宮戸支所ノリ部会（４グループ），宮戸支所カキ

部会（１グループ），矢本支所ノリ部会（４グループ），亘理支所ノリ部会（１グルー

プ），塩釜市浦戸支所ノリ部会（１グループ），七ヶ浜支所ノリ部会（１０グループ）

の７部会の復興計画が認定されました。また，平成２４年７月に宮戸西部支所ノリ部会

（月光），９月に塩釜市第一支所ワカメ・コンブ部会の復興計画が認定され，共同化に

より養殖の復興を目指す南部管内のグループが出そろいました。 

その結果，この事業を活用する漁業者は，ノリ養殖が２２グループ９５経営体，カキ

養殖が１グループ４経営体，ワカメ・コンブ養殖が１グループ４経営体の合計２４グル

ープ１０３経営体となりました。平成２４年度漁期は施設整備の遅れや海況不順により

計画通りの生産とならなかったグループもありましたが，新しい漁業の形を目指して力

強く動き始めています。  

                     

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※南部地区：東松島市，塩竃市，仙台市，名取市，松島町，利府町，七ヶ浜町，亘理町，山元町 

                      （仙台地方振興事務所水産漁港部） 

 

認定協議会の様子 
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    復興復興復興復興のポイントのポイントのポイントのポイントⅣⅣⅣⅣ    競争力競争力競争力競争力とととと魅力魅力魅力魅力あるあるあるある水産業水産業水産業水産業のののの形成形成形成形成     

 

１ 漁場・資源 

◆◆◆◆資源管理資源管理資源管理資源管理・・・・漁業所得補償対策漁業所得補償対策漁業所得補償対策漁業所得補償対策◆◆◆◆ 

経営の安定化を図るため，漁船漁業においては資源管理措置，養殖業においては漁場

改善に取り組む事を条件に，漁業共済掛金の負担軽減や積立ぷらすの加入要件の撤廃な

ど共済制度を活用した「漁業所得補償制度」の取組を促進しました。 

 そこで ，本県 の資源 管理の 基本と なる「 資源管 理指針 」に基 づき「 漁業所 得

補償制度」への加入に必要な資源管理計画や漁場改善計画の確認を行いました。

ま た，「 宮城県 資源管 理・漁 場改善 推進委 員会」 へ参加 し，漁 業者が 策定し た

「 資源管 理計画 」や「 漁場利 用計画 」の履 行確認 を行う ととも に本県 重要水 産

資 源であ るマコ ガレイ ，ツノ ナシオ キアミ （イサ ダ）， イカナ ゴ（コ ウナゴ ）

の資源動向について調査しました。 

 

主主主主なななな事業事業事業事業      

課   名 

事業費（千円） 

［決算額] 

事    業    名 

水産業基盤整備課 
8,122 

［6,238] 

資源管理・漁業改善推進事業 

食産業振興課 
9,986 

［10,000] 

県産農林水産物等イメージアップ推進事業 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○水産業水産業水産業水産業のののの復興復興復興復興にににに向向向向けたけたけたけた地域地域地域地域のののの取組取組取組取組についてについてについてについて    

    

（関連事業：地域産業振興事業）    

 

 

 塩竈の水産物や水産加工品の認知度向上と消費拡大を目的として，「塩竈フェアの開催」

と「地域資源と水産物を活用した料理メニュー開発」に取り組みました。 

 

１１１１「「「「塩竈塩竈塩竈塩竈フェアフェアフェアフェア」」」」のののの開催開催開催開催    

 塩竈地域の水産加工品の販売促進を図るため，株式会社イトーヨーカ堂と連携して，平

成２４年１１月１４日（水）から１８日（日）まで，塩竈市内の水産加工会社１３社の練

り製品，銀たら，たらこ，漬魚といった水産加工品をイトーヨーカ堂仙台泉店での対面販

売と東北９店舗での商品陳列販売を行いました。 

 また，仙台泉店では，買い物客にかまぼこ焼き体験やきちじ汁の振る舞い，塩竈オリジ

ナル法被を着たむすび丸による塩竈の観光ＰＲも行い，イベントを盛り上げました。 

 催事では，買い物客から好評を頂き，水産物のＰＲと消費拡大に繋がりました。 

 

２２２２    塩竈塩竈塩竈塩竈のののの地域資源地域資源地域資源地域資源とととと水産物水産物水産物水産物をををを活用活用活用活用したしたしたした料理料理料理料理メニューメニューメニューメニュー開発開発開発開発    

 観光客及び市民への水産物などの認知度向上と消費拡大を目的として，塩竈市の歴史の

ある鹽竈神社（藻塩）や地元酒蔵（酒粕）などの地域資源と水産物（塩たら，すけとうだ

らすり身）を活用し，地元飲食店や水産加工会社と連携して創作料理や水産加工品開発，

一般家庭レシピ開発，塩釜高校による親しみのあるお弁当の提案を行いました。    

開発された水産加工商品や創作料理は，平成２５年４月から開催された仙台・宮城デス

ティネーションキャンペーン期間に向けて水産加工品の商品化（酒粕入揚蒲鉾，酒粕入漬

魚），地元飲食メニュー化（酒粕入塩たらパスタ，塩たら中華セットメニュー）されまし

た。    

 

  

 

 

 

 

 

 

                  （仙台地方振興事務所水産漁港部） 

 

開発された加工品 
「塩竃フェア」の様子 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○イワナイワナイワナイワナ全雌三倍体全雌三倍体全雌三倍体全雌三倍体((((「「「「伊達伊達伊達伊達イワナイワナイワナイワナ((((仮称仮称仮称仮称))))」」」」))))のブランドのブランドのブランドのブランド化化化化にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組    

 

（関連事業：内水面優良種苗実用化事業，生産者と実需者との農商工連携支援事業）  

    

内水面水産試験場では，平成１４年に全国に先駆けて，成長が早く周年刺身で食べら

れる全雌三倍体イワナを開発しましたが，その後は種苗の量産がうまくいかずに普及が

十分には行われませんでした。しかし，東日本大震災により本県内陸養殖業も風評被害

の影響を受けていることから，内陸地域振興に役立つ新たな食材としてこの魚を活用す

るために，現在，種苗量産技術開発と新たな刺身用食材として内陸観光地における普及

に力を入れています。 

 

１１１１    食材食材食材食材としてのとしてのとしてのとしての機能性評価機能性評価機能性評価機能性評価    

普及に当たってのセールスポイントとなる，食材としての味や機能性を明らかにする

ために，宮城大学の協力を得て，可食部の核酸関連化合物や遊離アミノ酸の成分分析を

行いました。その結果，旨味成分であるイノシン酸が多く含まれることや，疲労回復，

痛風･ガン･糖尿病･高血圧･白内障の予防効果があるアンセリンが顕著に多く含まれてい

ることがわかりました。また，三倍体は通常イワナが身痩せする秋でも，粗タンパク割

合が通常イワナに比べて１．２倍，粗脂肪割合が２倍それぞれ高いことがわかりました。 

 

２２２２    内陸観光地内陸観光地内陸観光地内陸観光地におけるにおけるにおけるにおける新新新新たなたなたなたな食材食材食材食材としてのとしてのとしてのとしての評価評価評価評価    

平成２４年１０月に大崎市で実施した一般市民向けの刺身試食試験で好評を得たこと

から，平成２４年１２月に鳴子温泉，平成２５年２月には秋保温泉で，旅館ホテル関係

者を対象として，全雌三倍体イワナの刺身を試食してもらい，味･香り･食感･色の４項目

について，５段階評価試験（大変良い･良い･普通･やや悪い･悪い）を実施しました。そ

の結果，両温泉関係者ともに，「大変良い」か「良い」の評価が多く，特に鳴子温泉で

高い評価を得ました。また，総ての回答者から，食材として「使いたい」もしくは「場

合によっては使いたい」との回答が得られました。そこで，「使いたい」と回答した旅

館ホテルに対し，希望する出荷サイズ･出荷方法･数量･価格などについて詳細な聞き取り

調査を実施した結果，手間がかからず周年使える冷凍フィレーでの納品を希望している

ことがわかりました。 

 

３３３３    今後今後今後今後のののの課題課題課題課題    

今後は，ＣＡＳ凍結試験など冷凍保存試験や漬魚などの加工品としての開発の可能性

を検討することとしています。 

また，普及に向けてまとまった生産量が必要であることから，安定した種苗量産技術

の確立を目指すとともに，養殖業者などによる協議会の立ち上げ，ブランド化のための

管理指針の作成も課題です。 

さらに，普及に当たってはネーミングが重要な要素の一つであることから，早期に公

称を定めることについて検討を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 

 

 

 （水産技術総合センター内水面水産試験場） 

 

 

試食した全雌三倍体イワナ３才 

(体長４８ｃｍ，体重１．３ｋｇ) 
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－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○６６６６次産業化次産業化次産業化次産業化へのへのへのへの支援支援支援支援    

 

（関連事業：養殖業再生事業 ほか）  

 

１１１１    概概概概    要要要要    

震災後に策定した，宮城県震災復興基本計画の個別計画である「宮城県水産業復興プ

ラン」に基づき，本県水産業の復興と発展のため，「新しい経営形態の導入」と「競争

力と魅力ある水産業の形成に向けた６次産業化の推進」を積極的に支援することとして

います。 

このことから，本県沿岸漁業の主力である養殖業の復興と発展に向け，新たな経営形

態，新たな技術，新たな販売や経営ノウハウなどを導入した，本県沿岸養殖業の６次産

業化モデルとして，具体的で実現可能性の高い経営計画を持った事業者に対し，養殖生

産のために必要な施設などの整備や加工・流通販売のために必要な施設などの整備に要

する経費の一部を支援しました。 

 

２２２２    事業事業事業事業実施実施実施実施主体主体主体主体とととと主主主主なななな事業内容事業内容事業内容事業内容    

 事業実施主体は，漁業者を主体として組織する法人で，法人自ら養殖生産を行うだけ

でなく，加工若しくは商品の販売を一貫して行う取組や，流通，観光，教育などの事業

も含めた６次産業化の取組を行います。 

 平成２４年度についても，新たに６次産業化に取り組む団体に対し，経営指導や施設

や設備の整備に対する支援を行いました。 

 

 

事業実施主体の名称 主な事業内容 

 

株式会社 和がき 

１．カキの養殖，加工，販売 

２．魚介類の養殖，加工，販売 

３．海産物の輸出 

 

株式会社OHガッツ 

１．水産品の加工・販売 

２．水産物のブランディング，販売促進活動 

３．水産業に関する人材育成，人材派遣 

 

株式会社宮城県 

狐崎水産６次化販売 

１．カキの養殖・加工・販売 

２．魚介類の養殖・加工・販売 

３．海産物の輸出 

４．飲食店の経営 

桃浦かき生産者 

合同会社 

１．カキの養殖・加工・販売 

２．生鮮魚介類・水産加工食品の卸・小売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（農林水産経営支援課，水産業振興課） 
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    復興復興復興復興のポイントのポイントのポイントのポイントⅤⅤⅤⅤ    安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心なななな生産生産生産生産・・・・供給体制供給体制供給体制供給体制のののの整備整備整備整備     

 

１ 漁場・資源  

◆◆◆◆漁業漁業漁業漁業・・・・養養養養殖業再開殖業再開殖業再開殖業再開のためののためののためののための被害漁場被害漁場被害漁場被害漁場環境調査環境調査環境調査環境調査◆◆◆◆ 

 東日本大震災に伴う漁場悪化が懸念されることから，県内全域で，環境モニタリング

による状況把握を行いました。 

（実施状況） 

・ 県内全 域で水 質２３ 点，底 質２８ 点につ いて有 害物質 などの 調査を 実施し ま

し た（調 査時期 ：平成 ２４ 年９月 から１１ 月まで ）。水 質につ いて は，環 境

省 が定め る環境 基準と 比較 したと ころ，一 地点で 大腸菌 群数が 一時 的に基 準

値 を上回 る結果 となり まし たが， それ以外 は全て の地点 で基準 値以 下とな り

ま した。 一方， 底質に つい ては， 気仙沼湾 ２０地 点の中 １５地 点と 気仙沼 湾

以外の１地点で水産用水基準を超える油分が検出されました。 

・ 海底土 の油分 汚染が 懸念さ れる気 仙沼湾 につい て２０ 地点の 底質調 査を実 施

し ました （調査 時期： 平成 ２５年 １月）。 ２０地 点中１ ４地点 で油 分が検 出

され，震災時のオイルタンクなどからの流出油の影響が示唆されました。 

 

 

２ 流通加工  

◆水産物水産物水産物水産物のののの放射能対策放射能対策放射能対策放射能対策◆  

 平成２４年４月１日から，一般食品中の放射性セシウムの新基準値が１００ベクレル

／ｋｇに強化されたことに伴い，検査体制を強化するため，水産技術総合センターにゲ

ルマニウム半導体検出器１台を導入したほか，気仙沼水産試験場などに６台の簡易放射

能測定装置を導入しました。  

 県内の主要な５魚市場などに水揚げされる水産物についてはゲルマニウム半導体検出

器により２，４０６件の精密検査を実施し，うち３１３件については同センターが実施

しました。また，気仙沼水産試験場などに導入した簡易放射能測定装置により，簡易放

射能測定装置による検査６，１６７件を実施し，安全性を確認しました。  

 併せて検査結果を，市場仲買人などに情報提供することにより，円滑な取引の確保に

貢献したほか，記者発表や県ウェブサイトへの掲載，国の関係機関などへの報告を行い，

県内水産物の安全性を県内外にアピールしました。 

 

主主主主なななな事業事業事業事業      

課   名 

事業費（千円） 

［決算額] 

事    業    名 

水産業振興課 
40,083 

［90,654] 

県単独試験研究費（再掲） 

水産物安全確保対策事業 
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検査結果を踏まえた水揚自粛措置等

定定定定

期期期期

的的的的

にににに

検検検検

査査査査

をををを

実実実実

施施施施

１００１００１００１００ベクレルベクレルベクレルベクレル/kg

以上以上以上以上のののの値値値値がががが検出検出検出検出

（（（（１１１１地点地点地点地点））））

１００１００１００１００ベクレルベクレルベクレルベクレル/kg

以上以上以上以上のののの値値値値がががが検出検出検出検出

（（（（数地点数地点数地点数地点））））

当該品目の水揚自粛要請（県）

原子力災害対策基本法に基づ

き、出荷制限指示（国）

国の指示に基づき当該品目の

出荷自粛要請（県）

水

揚

げ

自

粛

１００１００１００１００ベクレルベクレルベクレルベクレル/kg

にににに近近近近いいいい値値値値がががが検出検出検出検出

宮城県水産物放射能対策連絡

会議から水揚自粛を要請

※ 著しく高い値が検出されると、国から摂取制限指示

－－－－主主主主なななな取組取組取組取組－－－－    

○○○○水産物水産物水産物水産物におけるにおけるにおけるにおける放射能対策放射能対策放射能対策放射能対策についてについてについてについて    

（関連事業：水産物安全確保対策事業）  

 

１１１１    新基準値新基準値新基準値新基準値のののの設定設定設定設定    

国では，食品中の放射性物質の暫定規制値を設定し，安全性の確保を図ってきま

したが，より一層の安全性の確保と長期的な観点での対策が必要として，平成２４年

４月から５００ベクレル／ｋｇとしてきた規制値を１００ベクレル／ｋｇとして新

たな基準値を設定しました。 

 

２２２２    新基準値新基準値新基準値新基準値にににに対対対対するするするする県県県県のののの対応対応対応対応    

１００ベクレル／ｋｇを超える水産物を

市場に流通させないための検査体制・管理体

制を構築し，安全・安心な本県産水産物を消

費者に供給することが不可欠であることか

ら，県では，平成２４年３月２３日から漁業

団体，流通加工団体など水産関係団体（２３

団体）が一堂に会する「宮城県水産物放射能

対策連絡会議」を設立し，調査体制を強化す

るとともに１００ベクレル／ｋｇ未満の値

でも出荷自粛・操業自粛の是非を検討するな

ど，本県水産物の安全性確保に努めていま

す。 

 

３３３３    検査体制検査体制検査体制検査体制のののの強化強化強化強化    

 本県海域を７つに区分し，本県の主要水産物などを対象とした検査計画に基づき，

毎週検査を実施しています。これにより，本県水産物の安全性や信頼性の確保に努

めています。 

また，本県産の水産物に対する放射能検査については，

平成２３年４月から東北大学の協力と水産庁の事業を活

用し，週に２０検体の検査を実施してきました。 

 平成２４年２月以降は最大５５検体まで拡充され，さら

に平成２４年４月１日以降は新たな基準値に対応するた

め，週に最大１００検体までの検査を実施しています。 

 さらに，平成２４年１０月からは，宮城県水産技術総合

センターに新たにゲルマニウム半導体検出器を設置し，毎

日最大７検体の精密検査が可能となり，さらなる安全性と

信頼性の確保，検査の迅速化を図っています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （水産業振興課） 

水産技術総合センターに設置されたゲ

ルマニウム半導体検出器（精密検査用） 

-36-


